





































































































































































































理に関する特別法を制定し、現行の国の予算・管財ffJIJ 度にとらわれない I~l 律的かつ柔軟な運営を
可能にすることであろう。勿論基本的には今後とも由民の貴重な税金が主たる運営費の財源であ
ることは変わらないであろうから、タックスペイヤーの理解が得られる透明で公正な経理が雑保
されなければならないことはいうまでもな ¥"iO それにしても現行のような単年度ごとの{硬直的で、
しかもトータルとしての資産管理の概念が欠落した方式は大学のような常に柔軟牲が求められる
組織にはなじまなし、少なくとも現行の公益法人経理の原則に準じた程度の財務諸表(貸借対照
表、財産自録等)を作成し、中長期的な見通しに基づいた正確で、かつ弾力的な財務会計管理を
可能にすべきであろう。
もうひとつの課題は教育研究の実情に柔軟に対応しうるフレキシブルな雇用形態を佐保するこ
とであろう。特に流動牲が高く、しかも研究の第一線で活躍する若手研究者に活躍の機会をより
広く提供するうえで現行の安定的ではあるが硬直した公務員制度はふさわしくなし」一方で教官
の任期制度のより幅広い運用及び固定的な専任職概念の弾力化を図るとともに、独立の法人とし
て正常な労使関係の構築を可能にすべきである。労働三権の保障とともに経営主体への完全な当
事者能力の付与をあわせて行い、大学にふさわしい教育研究活動への貢献度の客観的評価に基づ
く人事運営の体制を確立する必要がある。
このような体制をとる以上不可欠なことは、いうまでもなく独立の法人としての経営主体を明
確にすることである。大学としての性格上教育研究の現場を熟知した教育研究関係者が中心とな
るべきことはいうまでもないが、同時に独立の経営体として社会に幅広く活動を展開する以上大
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学外部の多様な人材を起用することも不可欠であろう。そうした多様なメンバーからなる経営委
員会の設置によってはじめて独立経営体としての経営責任の所在を明雄にすることが可能となるc
このことと併せて完全な第 3者機関としてすべての国立大学(連合体)を対象とする経営評価
会を設けるべきことも不iJ欠である。問委員会による公正・客観的な運営評価に基づいて
安財源である国費の配分が行われることにより、大学に対ーするタックスベイヤーとしての国民の
煙併と信頼はより確かなものとなるであろう。
(3)設置(運営)形態についての積極的議論を
以上に述べたことは極く恭本的な、いわばあらすじ的なものに過ぎなし」それぞれの項目につ
いてより具体的で実証的な議論を積み上げていく必要があることは当然、であり、そもそもこのよ
うなあらすじの組み立て自体に疑問を持たれるむきも少なくないであろう。
しかし、一方において現在の国立大学という運営の仕組みがそこで行われている教育研究の実態
にマッチしたものではなく、それぞれのサイド、レベルで実に多くの不満や改善意見が山積して
いることもこれまた厳然たる事実である。
そのように考えれば¥例えきっかけが大学の外側からのいわゆる民営化論やエージェンシー化
論であったにしても、これらの問題提起に対しひたすら拒絶反応のみを示すのではなく、むしろ
これをチャンスに自らの望む方向を積極的に外部に対して提起すべきではなかろうか。その意味
で、例えば昭和39年の国立学校特別会計法制定当時の関係者の意気込みをもう一度振り返ってみ
ることも必要ではあるまいか。
さきに触れたようにこの法律の制定の最初のイニシャチブはあるいは財政当高にあったかも知
れなし」しかしその問題が提起されたとき、主として文部省側の関係者がこのことをむしろ奇貨
としてそれまで悩んでいたさまざまの財政運営上の課題を少しでも解決すべく努力を重ね、その
いくつかがこの法律に盛り込まれ、活路を見いだしたことはさきに述べたとうりである。いかな
る組織もそうであろうが、特に大学の運営にあたっての最大の問題はいうまでもなく、運営主体
の明雑化とともに資金と人事であろう。この根幹となる三つの仕組みについて教育研究の実態に
却した弾力化がどれだけ可能なのか、現行の仕組みではどこまでが限界であるのかを客観的、か
つ冷静に見極めることが必要である。
そのうえで新しい発想に基づく新しい制度の構築にこの際積極的に取り組むべきときにきてい
ると思わる。 法律や制度を改正することに践踏しなければ地平線は格段にひろがりをみせること
であろう。その意味で任期1IjlJの導入はその一歩として高く評価すべきことであるが、 トータルと
しての大学運営の改革という観点からはようやくその一歩を踏み出したところというべきであろ
うか。
最後にひとこと付け加えれば、この問題への取り組みはいうまでもなく文部省を中心とする設
置者の努力にまっところが大きいが、このたびは同時にというよりもむしろその前提として大学
の現場に身を置く教職員自身の積極的な発意と意識改革こそがその成否を握ることになろう。社
会の隅々まで意識や価値観が多様化し、なによりもi討政を始め大学をめぐる諸情勢がこれまで以
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上に厳しさが増すことが予想される新しい世紀にそれぞれの大学が生き残り、社会において国立
大学としての存在!惑をより加えていくためには現在の構成員の思い切った改革への取り組みこそ
が最大の鍵となっている。本日のテーマに郎していえば、政府主導ではなくまさに大学主導の改
革こそがし五ま求められているのである。
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